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2025 年２月 13 日 

各 位 
会 社 名 株 式 会 社 東 京 通 信 グ ル ー プ 
代表者名 代表取締役社長ＣＥＯ 古屋  佑樹 

（コード番号：7359 東証グロース市場） 
問合せ先 取 締 役 Ｃ Ｆ Ｏ 赤堀  政彦 

（TEL.03-6452-4523） 
 
 

通期連結業績予想値と実績値との差異、個別前期実績値と実績値との差異 
並びに営業外費用（連結・個別）及び特別損失（連結・個別）の計上に関するお知らせ 

 
 
当社は、2024 年 11 月８日に開示した 2024 年 12 月期の通期業績予想値と、本日公表した実績値に差異が

生じましたので、お知らせいたしますとともに、当社は、個別業績予想を開示しておりませんが、当社の個
別決算における当事業年度の実績値が前事業年度の実績値と比較して差異が生じましたので、お知らせいた
します。 
また、2024 年 12 月期決算及び個別決算において営業外費用及び特別損失を計上いたしましたので、併せ

てお知らせいたします。 
 
 

記 
 

 
１．業績予想値（連結）・前期実績値（個別）との差異について 

 
2024 年 12 月期 通期連結業績予想値と実績値との差異（2024 年１月１日～2024年 12 月 31 日） 

  
売上高 営業利益 経常利益 

親会社株主に 

帰属する当期 

純利益 

１株当たり 
当期純利益 

前回発表予想（Ａ） 
百万円 

5,750 
百万円 

△280 
百万円 

△200 
百万円 

△300 
円 銭 

△29.78 

今回実績値（Ｂ） 5,861 △230 △211 △413 △41.05 

増減額（Ｂ－Ａ） 111 49 △11 △113  

増減率（％） 1.9 ― ― ―  

(ご参考)前期実績 
(2023 年 12 月期) 

6,219 △134 357 △204 △20.43 

 
2024 年 12 月期 個別前期実績値と実績値との差異 

  
売上高 

及び営業収益 
営業利益 経常利益 当期純利益 

１株当たり 
当期純利益 

前期実績値（Ａ） 
百万円 

1,757 
百万円 

423 
百万円 

338 
百万円 

240 
円 銭 

24.02 

今回実績値（Ｂ） 729 △222 △326 △535 △53.19 

増減額（Ｂ－Ａ） △1,028 △645 △664 △776  

増減率（％） △58.5 ― ― ―  
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２．差異の理由 
（１） 連結 

売上高につきましては、メディア事業においてマーケティング戦略が奏功し、スマートフォン
ゲームアプリは各ジャンルともに前回発表予想値を上回り、メディア事業の売上高は、合計で
98 百万円の増加となりました。 
営業利益につきましては、報告セグメントに含まれないその他の事業セグメントにおけるファ

ンクラブビジネス事業を中心に収益構造の見直しを推進し、不採算サービスの整理を行った結
果、その他の事業セグメントのセグメント利益が 39 百万円の増加となりました。また、管理部
門にかかる人件費及び経費等の抑制・削減も進み、営業利益は合計で 49 百万円の増加となりま
した。 
経常利益につきましては、営業利益の増加に加えて、前回発表予想に見込んでいなかった為替

差益 19 百万円を営業外収益に計上したこと、また、投資有価証券評価損 101 百万円を営業外費
用に計上したことにより、合計で 11 百万円の減少となりました。 
親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、特別損失として減損損失 63 百万円を計上

したこと、また、法人税等合計額について、前回発表予想と実績値で差異が発生したことによ
り、合計で 113 百万円の減少となりました。 
 

（２） 個別 
 当社は、持株会社体制への移行に伴い、2023 年４月１日付で吸収分割方式による会社分割を
実施したため、前事業年度と当事業年度の実績との間に大幅な変動が生じております。 
 収益構造の変化により、持株会社体制へ移行後の主な収益源は、経営指導料及び配当収入とな
っております。 
売上高及び営業収益につきましては、前事業年度の１月から３月は、持株会社体制へ移行前に

つき、事業売上 782 百万円を計上しております。また、前事業年度の 10 月には、連結子会社か
らの配当金 600 百万円を計上しておりますが、当事業年度では配当金の計上はありません。これ
らの事業売上及び配当金が売上高及び営業収益の主な減少要因となっております。 
営業利益につきましては、貸倒引当金繰入等の営業費用が増加したことが主な減少要因となっ

ております。 
経常利益につきましては、貸倒引当金繰入額 102 百万を計上したことが主な減少要因となって

おります。 
当期利益につきましては、関係会社株式評価損 74 百万円、関係会社出資金評価損 95 百万円を

計上したことが主な減少要因となっております。 
 
３．営業外費用及び特別損失の計上（連結・個別） 

（１） 連結 
 当社が保有する投資有価証券の一部について、投資先の財務内容及び今後の業績等を鑑み回収
可能性を慎重に検討した結果、営業外費用に投資有価証券評価損 101 百万円を計上いたしまし
た。また、現在、関係会社の収益構造の見直し及び不採算サービスの整理を行っておりますが、
各事業に関連する固定資産の回収可能性を慎重に検討した結果、合計 63 百万円の減損損失を特
別損失に計上いたしました。 
 

（２） 個別 
 当社の関係会社について、財務内容及び今後の業績等を鑑み回収可能性を慎重に検討した結
果、営業外費用に貸倒引当金繰入額 102 百万円計上するとともに、特別損失に関係会社株式評価
損 74 百万円及び関係会社出資金評価損 95 百万円を計上いたしました。 
 

（３） 業績に与える影響 
 上記の個別に計上した営業外費用及び特別損失につきましては、連結決算上では消去されるた
め、連結財務諸表に与える影響はありません。 
 連結に計上した営業外費用及び特別損失につきましては、本日付で公表しております「2024
年 12 月期 決算短信〔日本基準〕（連結）に反映しております。 
 

以上 


